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一般社団法人 環境パートナーシップ会議 代表理事

星野 智子

水辺の環境活動フォーラム
パネルディスカッション

～地域で水辺の環境活動を広めるためのポイントとは～



環境パートナーシップ会議（EPC）は、地域の環境団体や、政策提言を行う環境NGO
を支援し、企業や政府とつなぐこと（パートナーシップ）によって、課題を解決に導く新
しい力を生み出すことを目的に活動している組織です。
（SDGs市民社会ネットワーク、日本NPOセンター正会員団体）

設 立：2006年12月
職員数：１８名
住 所：東京都渋谷区神宮前5-53-67 コスモス青山B1F
URL：http://www.epc.or.jp/

環境パートナーシップ会議（EPC）

＜ＥＰＣの主な事業＞
●地球環境パートナーシッププラザ(GEOC)の運営

●ウェブ上フォーラム『サステナビリティCSOフォーラム』の運営

●企業・自治体のボランティア・社会貢献活動のコーディネート

●企業のCSR業務、自治体環境政策のコンサルテーション

●生物多様性枠組実現日本会議（J-GBF）事務局

●持続可能な開発のための教育（ESD）促進事業

●政府の基金設置・管理事業

SDGsメールマガジンを隔月で発
行しています。
サステナビリティCSOフォーラム

http://sus-cso.com/



＜星野智子 自己紹介＞

2002年ヨハネスブルグ・サミット、「国連持続可能な開発のための教育(ESD)
の10年」、2010年生物多様性COP10、などにおける市民活動のサポートに従
事。2003年より地球環境パートナーシッププラザ（GEOC）の運営に参加。
2012年SDGs策定プロセスが始まって以降、多様なセクターとのパートナー
シップやSDGs、ボランティア、ライフスタイル等をテーマとした講演や普及活動
を行っている。現在（一社）SDGs市民社会ネットワーク理事、(一社)海外環境協
力センター理事、 (一財)日本自然保護協会評議員、（一社）日本サステナブル･
ラベル協会監事、など多岐の市民活動に関わる。
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＜パートナーシップ構築に向けた対話の場づくり＞

NGOと政府の意見交換会→

環境大臣への提言書提出↓

NGOミーティング



地球環境パートナーシッププラザ
Global Environment Outreach Centre (GEOC：ジオック)

http://www.geoc.jp

• 1996年10月に設立 地球環境に関する環境情報とパートナーシップの拠点
（渋谷区 国連大学１F）

• 環境省、国連大学、ＮＰＯの民間スタッフが共同で運営。

• NPO向け事業プロセス支援、企業や行政の環境取組みや地域づくり支援、環境
ビジネスモデル事業、環境団体のイベント情報ホームページ、メールマガジン発
行、全国EPOネットワーク、環境政策に関するセミナー・シンポジウムの企画・開
催、国連機関と連携した国際プロジェクトの実施などを行っています。

• 開館時間：火～金曜日 10:00－18:00 土曜日は17:00まで

セミナー展示 ライブラリー研究・調査



全国の環境パートナーシップオフィス（EPO）のネットワーク

EPOネットワークでは、全国の環境NPO情報と、協働取組事例が、共有されてい
ます。 協働取組を推進する機関であるEPOは全国8カ所あり、各EPOに常駐す
る専門スタッフが、協働取組のコーディネートをしています。







多様な主体と
→地域の全員に関わること。
→役割分担。資源を出し合う。

パートナーシップで
→１人、１組織、１セクターでは解決できない

課題がある。
（→相乗効果を上げていかないと間に合わない）

私たちができること（市民・NPOに伝えていること）

SDGs
目標16：情報・司法への

アクセス
目標17：官民・市民社会の

パートナーシップ推進

これに取り組むことが
ESD（Education for Sustainable 
Development：持続可能な開発のための教育）に。





様々なステークホルダーとのパートナーシップを
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マルチステークホルダー
での合意形成を推進

・Older persons (高齢者)
・Persons with disabilities (障害者)
・Local communities (コミュニティ)
・Volunteer groups (ボランティア)
・foundations (財団)
・Migrants (移民)

MGoS ＝ Major Groups and other Stakeholders

Other Stakeholders

Major Groups 

国連でも重要視されるステークホルダー連携


